
【R7:情－３】 新たな交通（瀬谷～上瀬谷間）の事業スキーム検討
（実施主体：神奈川県横浜市）

横浜市基礎情報（R8.1.1時点）
・人口: 3,769,748人
・面積：438km2

事業／施設概要

【事業分野：道路】 【対象施設：道路、バスターミナル】 【事業手法：PFI方式（コンセッション方式＋O方式）】

• バスターミナル・専用道等（以下「インフラ」）の維持管理・運営と、民間によるバス運行を一体的に実施する官民連携事業スキームの検討

調査のポイント

■事業／施設概要
• 新たな交通（瀬谷～上瀬谷間）は、バス専用の道路を整備し、連節バスが最大３台
隊列走行することで輸送力を確保しつつ、将来的には省人化を図る。

• 本事業は、インフラの維持管理・運営事業（PFI事業）とバス運行事業（民間事業）に

よって構成される（下表）。本調査では主にインフラ維持管理・運営事業のスキーム
について、バス運行事業との一体性を確保したうえで検討を行う。

■事業背景
• 約22万人が居住する市西部地域は、鉄道路線が東西方向に
敷設されていることや米軍に接収されていた歴史的な背景等
から、南北方向の交通ネットワークが脆弱であり、交通空白
地域が存在している。

• 旧上瀬谷通信施設地区の土地利用転換に伴い、新たな交通
需要の発生が想定されるが、当該地区は最寄駅から２km以
上離れており、かつバス等の公共交通が整備されていない。

• そこで、瀬谷・上瀬谷間の道路混雑の抑制や多くの来街者等
の需要に対応する新たな輸送システム（以下「新たな交通
（瀬谷～上瀬谷間）」という。）を導入することで、誰もが移動し
やすいまちの実現を目指している。

目的・これまでの経緯

■調査目的
• インフラの維持管理・運営事業（PFI事業）とバス運行事業（民間事
業）を分離公募しつつも、関連事業として一体性を保つよう、インフラ
の維持管理・運営事業の事業スキームの具体化を図り、サウンディ
ングを通して事業条件の精査及び確度を高めることを目的とする。

■これまでの経緯

■調査のフロー

事業構成 事業概要

イン
フラ

整備 バスターミナル、専用道（道路、トンネル）、附属設備等のインフラ施設を整備

維持管理・運営 バスターミナル、専用道（道路、トンネル）等の維持管理・運営

バス運行 バスの調達・運行、関連施設（営業所・整備工場等）の整備・維持管理・運営

＜公共交通ネットワークイメージ＞

＜新たな交通（瀬谷～上瀬谷間）の事業構成と概要＞

＜新たな交通（瀬谷～上瀬谷間）のイメージ＞

年度 経緯

令和２年３月 • 「旧上瀬谷通信施設土地利用基本計画」策定

令和４年度～ • 導入システムや線形・構造計画等の検討

令和５年９月 • 旧上瀬谷通信施設地区「観光・賑わい地区」事業予定者の決定

令和６年２月 • 市会で「本市西部地域における交通ネットワークの構築について」を報告

令和６年度～
• 瀬谷・上瀬谷間の専用道の整備に向けた設計に着手
• インフラの維持管理・運営とバス運行を一体的に実施する官民連携手法
の検討（昨年度調査）

調査項目 内容

0
• 令和６年度検討、令和７年度運行
事業等に係る基本計画検討

• 先行するバス運行事業等の検討状況の情報
整理

1
• 法的な制約等に係る整理、検討
• 事業スキームの具体化

• 法規制等の前提条件の整理
• インフラの維持管理・運営業務の募集方法、
事業スキーム等を検討

2
• 事業収支の精査、リスク分担表案
の作成

• 民間サウンディング①

• 初期仮設を基に収支予測、併せて両事業のリ
スク分担表案を作成

• 事業主体となり得る民間へサウンディング

3
• 事業スキーム、事業収支、リスク
分担表案の精査・更新

• サウンディング結果踏まえ更新・精査

4 • 民間サウンディング②
• 精査した事業スキーム、事業条件等について
サウンディングを行い、実現可能性の高い事
業スキーム、事業条件を確認

5 • 成果まとめ • 検討結果をとりまとめ
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調査結果

４．民間サウンディング調査

（１）調査対象

インフラ維持管理・運営事業者へ質問票（書面）意見
聴取に加え、オンラインによる個別ヒアリングを実施。

（２）調査結果まとめ

２．事業収支の精査（VFM算定）

➢ インフラの維持管理・運営を停留料収入に
よる独立採算とすることは難しいが、従来
方式と比較した結果、VFMは約8%見込むこ
とができる。

➢ 民間事業者のノウハウの活用により、従来
方式よりもPFI方式の停留料収入が増えれ
ば、更なる財政負担額の軽減につながり、
VFMはさらに高まる可能性はある。

➢ 民間事業者側では、投資の採算性の指標
であるEIRRは5％を超えており、一定の採
算性・収益性は確保できる。

１．事業スキームの具体化

➢ バスターミナルの運営：特定車両停留施設としての位
置づけを想定し、利用者からの停留料収入を基礎に、
民間の創意工夫によるサービス向上やコスト削減を
促す観点から、PFI(コンセッション方式)を適用する。

➢ 専用道：道路としての公共性や安全確保の観点から、
所有・管理主体は市が保持した上で、日常の維持管
理業務を民間が担うPFI(O方式)を適用する。

➢ 事業期間：専用道の完成後、バスターミナル施設の
内装準備業務期間が並行していることから、一体事
業として終期をそろえるスキームとする。

事業化に向けた今後の展望

＜施設区分と役割分担＞

＜PFI事業期間のイメージ＞

３．リスク分担（案）の作成

➢ リスク分担（案）は、バスタコンセッション先
行事例を参考としつつ、運営事業者の公募
に着手している自治体や民間事業者への
ヒアリングを行うことで作成した。

項目 サウンディング結果概要

事業方式
• バスターミナルはコンセッション方式、専用道はO方式と
する案について、概ね理解が得られた。

事業期間
• 「15年程度」を一つの目安として妥当。
• 一方、投資回収や運営体制の構築・改善の観点から、
15年を上回る期間設定を望む意見もある。

費用負担

• 停留料収入等のみで維持管理・運営費用を賄う独立採
算の成立は難しい。

• 需要リスクの高さを踏まえた収入の安定化策（サービス
購入料による混合型、公的負担の導入等）が必要である。

リスク分担
• 物価上昇リスク及び開業遅延リスクについて、契約上の
整理を明確化し、事業者が負担可能な範囲と公的負担
とする範囲を適切に設定する必要がある。

総括

• 想定する事業スキームの方向性について一定の理解が
得られた。一方で、停留料収入等のみでの独立採算成
立は難しく、付帯事業の導入やサービス購入料の併用、
公的負担の在り方等を含めた収入安定化策の検討が必
要であるとの意見がある。

• 事業の新規性や関係者の多さを踏まえ、スケジュールに
一定の余裕を持たせること、管理区分・所掌範囲やリス
ク分担を契約上明確化することが、民間事業者の参画
を促進する上で重要である。

・新たな交通に係る基本計画の策定
・都市計画手続きの実施

・都市計画事業認可

・事業者公募 ・事業者特定
 ・契約締結

供用開始

2026年度 2027年度～ 2030年代前半

・アドバイザリー業務（一体化合意に向けた検討）

事業
手続き

PFI事業

本調査で検討した事業
スキームをもとに、令和
８年度は事業スキーム
の精緻化に加え、運行
事業者特定に向けた一
体化合意の手法検討を
実施予定である。
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